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１ 広域計画の策定に当たって 
 

 ⑴ 広域連合設立の経過 

 

   わが国は、全ての国民が公的な医療保険制度に加入し、誰もが安心して

医療を受けることができるという、国民皆保険制度のもと、高い保健医療

水準を実現してきました。 

   しかしながら、急速な少子高齢化が進む中で、高齢者の医療費を中心に

医療費はますます増大することが見込まれており、このような状況のもと、

国民皆保険制度を維持し、将来にわたり安定的で持続可能なものにしてい

くことが大きな課題となっております。 

   こうした中、平成１７年１２月、「医療制度改革大綱」が示され、これ

に沿って、平成１８年６月に「健康保険法等の一部を改正する法律」が公

布され、現行の「老人保健法」が「高齢者の医療の確保に関する法律」と

して改正され、平成２０年４月から、７５歳以上の後期高齢者については、

その心身の特性や生活実態等を踏まえ、独立した新たな「後期高齢者医療

制度」が創設されることとなりました。そして、後期高齢者医療事務を処

理するため都道府県単位ですべての市町村が加入する広域連合を、平成 

１８年度中に設けることとされました。 

   このような経緯のもと、本県におきましては、平成１８年７月３１日に

関係市町長等を委員とする、香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員

会を設立し、準備を進める中で、関係市町議会において設立の議決を得た

上で、香川県知事の許可を受け、平成１９年１月１５日に香川県後期高齢

者医療広域連合（以下「広域連合」という。）を設立しました。 

 

 ⑵ 広域計画策定の趣旨 

  

   香川県後期高齢者医療広域連合広域計画（以下「広域計画」 という。）

は、広域連合制度の骨格をなすものであり、広域連合規約第５条に規定す

る項目について地方自治法第２９１条の７の規定に基づき、策定するもの
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で、後期高齢者医療事務を総合的かつ計画的に行うために、広域連合が行

う事務に関連し、広域連合と広域連合を組織する関係市町の処理する事項

について定めるとともに、関係市町の住民に対し、広域連合の目標や事務

処理の方針を示すものです。 

 

 ⑶ 広域計画の項目 

   広域計画は、広域連合規約第５条の規定に基づき、次の項目について記

載します。 

 

  ① 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町が行う事

務に関すること。 

  ② 広域計画の期間及び改定に関すること。 

 

 ⑷ 香川県の現状と課題 

   【現  状】 

    本県における高齢化は、全国平均よりも早く進展しており平成１７年

度の高齢化率（６５歳以上が総人口に占める割合）は２３．３％と全国

平均の２０．２％を約３ポイント上回っており、そのうち、約１０人に

１人が７５歳以上の高齢者という状況になっております。 

    また、平成１７年度の本県の老人医療費の総額は、平成１２年の介護

保険の導入や平成１４年の老人保健制度の改正などにより、約    

１，２４４億円とほぼ横ばいであるものの、老人医療受給者一人当たり

の医療費については、約８６６千円と平成１１年度から全国平均を上回

って推移し、年々増加傾向にあります。 

   【課  題】 

    本県における高齢化の進展は、全国平均よりも早いペースで進んでお

り、今後も医療費の増加が予想されます。このようなことから、医療制

度の安定化を図るためには、医療費が増大している原因を究明し、医療

費の伸びの適正化を図る必要があります。 
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２ 基本構想 
 
 ⑴ 基本理念 

   広域連合と関係市町が連携し、効率的な事務の執行を進め、その時代に

あった地域住民のニーズを的確に把握し、地域や在宅で安心して医療を受

けられるよう高齢期における医療の確保に努めるとともに、本格的に高齢

化が進むと見込まれる中で、後期高齢者が住み慣れた地域で心身ともに健

康で安心して暮らせる社会、また、自ら健康づくりに取り組み、生涯を健

康でいきいきと暮らしていけるような社会を目指していきます。 

 

 ⑵ 基本方針 

   広域連合の事業は、次に掲げる基本方針に則り、関係市町と緊密な連絡、

調整を図りながら、総合的、計画的かつ効果的に実施します。 

 

  ① 広域連合の円滑な運営について  

    関係市町との緊密な連絡、調整を図り、地域住民の利便性にも配慮し

ながら、事務の効率化を進め、共通的課題に取り組んでいきます。 

    また、広域行政の推進や社会情勢の変化等に対応できる広域サービス

の拡充を図るとともに、広域的な業務を効果的に実施するための体制を

整備していきます。 

② 医療費の適正化の推進について 

  医療費の増大が続く中、制度の維持・安定を図るため積極的に医療費

の適正化に努めます。 

  ③ サービスの提供について 

    広域的な取組が可能なサービスについて、関係市町と協議し、高齢者

のニーズに合った効率的で質の高い住民サービスの提供を実現するため、

関係市町と協力し取り組んでいきます。 
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３ 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町が 
行う事務 

 
 広域連合と関係市町はそれぞれ、高齢者の医療の確保に関する法律に定め

る事務を行うとともに、規約に定める事務を行います。 

 

  ⑴ 広域連合が行う事務 

    広域連合は、後期高齢者医療制度の事務のうち、次に掲げる事務を処

理します。 

   ① 被保険者の資格の管理に関する事務 

   ② 医療給付に関する事務 

   ③ 保険料の賦課に関する事務 

   ④ 保健事業に関する事務 

   ⑤ その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

 

  ⑵ 関係市町が行う事務 

    後期高齢者医療制度の事務のうち、次に掲げる事務については、関係 

市町が行います。 

   ① 被保険者の資格管理に関する申請及び届出の受付 

   ② 被保険者証並びに被保険者資格証明書の引渡し及び返還の受付 

   ③ 医療給付に関する申請及び届出の受付並びに証明書の引渡し 

   ④ 保険料の減免、徴収猶予等、保険料に関する申請の受付 

   ⑤ 保険料の徴収に関する事務 

   ⑥ 上記事務に付随する事務 

 

  【平成１９年度】 

   平成２０年度からの後期高齢者医療制度の円滑な施行に向けて、広域連

合と関係市町は連携し、保険料率の決定、電算処理システムの構築、その

他必要な準備行為を行います。 
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  【平成２０年度以降】 

   事務事業の円滑な運営を図るため、広域連合と関係市町の行う事務を分

担し、連携・協力しながら事務を進めていきます。 

 

   ① 被保険者の資格の管理に関する事務 

     広域連合は、被保険者の資格管理及び資格の認定、被保険者証及び

被保険者資格証明書の交付を行い、関係市町は、窓口で被保険者の

資格に関する届出等の受付業務を行います。 

   ② 医療給付に関する事務 

     広域連合は、現物給付の審査支払、高額療養費及び療養費等の償還

払いの審査支払、葬祭費の支給、第三者求償並びに給付制限を行い、

関係市町は、窓口で医療給付に関する申請及び届出の受付業務を行

います。 

   ③ 保険料の賦課及び徴収に関する事務 

     広域連合は、関係市町から提供された所得情報等をもとに保険料率

を決定し、保険料の賦課額の決定を行います。なお、保険料率は、

広域連合の全区域にわたって原則として均一であるとともに、概ね

２年間を通じ、財政の均衡を保つことができるものとします。 

     関係市町は、普通徴収により保険料を徴収する場合の納期限の決定、

納入通知書等の送付、保険料の収納及び滞納整理を行います。また、

徴収した保険料を広域連合へ納付します。 

   ④ 保健事業に関する事務 

     広域連合は関係市町と連携し、後期高齢者の心身の特性に応じた保

健事業を実施し、その健康の保持増進を図るように努めます。 

   ⑤ その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

     広域連合は、新しい制度に対する住民の正しい理解を得るため、広

報活動等を行うとともに、関係市町と連携して住民からの相談に対

応します。また、制度の円滑な実施に向けて、関係市町とネットワ

ークで結んで情報を共有し、住民の利便性を確保するとともに事務

の効率化を図ります。 
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４ 広域計画の期間及び改定 
 

   広域計画の期間は、平成１９年度から平成２４年度までの６年とし、そ 

  の後は５年を単位に計画期間満了前に見直しを行うものとします。 

   ただし、事務の変更等が生じた場合には、地方自治法第２９１条の７第 

６項の規定に基づき、適時改定を行います。 
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資料１ 

香川県後期高齢者医療広域連合規約 

 

（広域連合の名称） 

第１条 この広域連合は、香川県後期高齢者医療広域連合（以下「広域連合」 

 という。）という。 

（広域連合を組織する地方公共団体） 

第２条 広域連合は、香川県内の全市町（以下「関係市町」という。）をもっ 

 て組織する。 

（広域連合の区域） 

第３条  広域連合の区域は、香川県の区域とする。 

（広域連合の処理する事務） 

第４条 広域連合は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第 

８０号。以下「高齢者医療確保法」という。）に規定する後期高齢者医療制 

 度の事務のうち、次に掲げる事務(別表第１に掲げる事務を除く。)を処理 

する。 

⑴ 被保険者の資格の管理に関する事務 

⑵ 医療給付に関する事務 

⑶ 保険料の賦課に関する事務 

⑷ 保健事業に関する事務 

⑸ その他後期高齢者医療制度の施行に関する事務 

（広域連合の作成する広域計画の項目） 

第５条 広域連合が作成する広域計画（地方自治法(昭和２２年法律第６７ 

号)第２８４条第３項に規定する広域計画をいう。以下同じ。）には、次の 

項目について記載するものとする。 

 ⑴ 後期高齢者医療制度の実施に関連して広域連合及び関係市町が行う事務 

  に関すること。 

⑵ 広域計画の期間及び改定に関すること。 

（広域連合の事務所） 

第６条  広域連合の事務所は、高松市福岡町二丁目３番２号香川県自治会館内 

 に置く。 
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（広域連合の議会の組織） 

第 7 条 広域連合の議会の議員（以下「広域連合議員」という。）の定数は、 

 ２２人とする。 

２  広域連合議員は、関係市町の議会の議員により組織する。 

（広域連合議員の選挙の方法） 

第８条 広域連合議員は、関係市町の議会の議員のうちから、関係市町の議会 

 においてこれを選挙する。 

２ 関係市町の議会において選挙すべき広域連合議員の定数は、高松市にあっ

ては５人、丸亀市にあっては２人、その他の市町にあってはそれぞれ１人と

する。 

３ 関係市町の議会における選挙については、地方自治法第１１８条の例によ 

 る。 

４ 広域連合の議会の解散があったとき、又は広域連合議員に欠員が生じたと 

 きは、速やかにこれを選挙しなければならない。 

（広域連合議員の任期） 

第９条  広域連合議員の任期は、当該関係市町の議会の議員としての任期によ 

 る。 

２  広域連合議員が関係市町の議員でなくなったときは、同時にその職を失う。 

（広域連合の議会の議長及び副議長） 

第１０条 広域連合の議会は、広域連合議員のうちから議長及び副議長１人を 

 選挙しなければならない。 

２  議長及び副議長の任期は、広域連合議員の任期による。 

（広域連合の執行機関の組織） 

第１１条  広域連合に、広域連合長、副広域連合長２人及び会計管理者１人を 

 置く。 

（広域連合の執行機関の選任の方法） 

第１２条 広域連合長は、関係市町の長のうちから、関係市町の長が投票によ 

 りこれを選挙する。 

２  前項の規定による選挙は、香川県自治会館において行うものとする。ただ 

 し、これにより難い場合においては、広域連合長が別に定めて行うことがで 
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 きる。 

３  広域連合長が欠けたときは、速やかにこれを選挙しなければならない。 

４ 副広域連合長は、広域連合長が広域連合の議会の同意を得て、関係市町の 

 長のうちからこれを選任する。 

５ 会計管理者は、広域連合長が関係市町の会計管理者のうちからこれを任命 

 する。 

（広域連合の執行機関の任期） 

第１３条  広域連合長及び副広域連合長の任期は、関係市町の長としての任期 

 による。 

（補助職員） 

第１４条  第１１条に定める者のほか、広域連合に必要な職員を置く。 

（選挙管理委員会） 

第１５条  広域連合に、選挙管理委員会を置く。 

２  選挙管理委員会は、４人の選挙管理委員をもってこれを組織する。 

３  選挙管理委員は、選挙権を有する者で、人格が高潔で、政治及び選挙に関 

 し公正な識見を有するもののうちから、広域連合の議会においてこれを選挙 

 する。 

４  選挙管理委員の任期は、４年とする。 

（監査委員） 

第１６条 広域連合に、監査委員２人を置く。 

２ 監査委員は、広域連合長が、広域連合の議会の同意を得て、人格が高潔で、 

 地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見 

 を有する者（次項において「識見を有する者」という。）及び広域連合議員 

 のうちから、それぞれ１人を選任する。 

３ 監査委員の任期は、識見を有する者のうちから選任される者にあっては４ 

 年とし、広域連合議員のうちから選任される者にあっては広域連合議員の任 

 期による。ただし、後任者が選任されるまでの間は、その職務を行うことを 

 妨げない。 

（広域連合の経費の支弁の方法） 

第１７条  広域連合の経費は、次に掲げる収入をもって充てる。 
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⑴ 関係市町の負担金 

⑵ 事業収入 

⑶ 国及び県の支出金 

⑷ その他の収入 

２  前項第１号に掲げる関係市町の負担金の額は、別表第２の負担割合により、 

 広域連合の予算において定めるものとする。 

（補則） 

第１８条 この規約の施行に関し必要な事項は、広域連合長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規約は、平成１９年１月１５日から施行する。ただし、第１１条（会

計管理者に関する部分に限る。）及び第１２条第５項並びに附則第３項の規

定は、平成１９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 平成２０年３月３１日までの間は、第４条の規定にかかわらず、同条に掲 

 げる事務の準備行為を行うものとする。 

３ 関係市町のいずれかにおいて収入役が在任する期間に限り、第１２条第５ 

 項中「会計管理者の」とあるのは「会計管理者又は収入役の」とする。 

４ 平成１９年３月３１日までの間は、第１４条中「職員」とあるのは「吏員 

 その他の職員」とする。 

５ 広域連合設立後、広域連合長が選任されるまでの間、この規約の施行の日

の前日において香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会の会長であっ

た者が、広域連合長職務執行者として広域連合長の職務を行う。 
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別表第１（第４条関係） 

１ 被保険者の資格管理に関する申請及び届出の受付 

２ 被保険者証及び資格証明書の引渡し 

３ 被保険者証及び資格証明書の返還の受付 

４ 医療給付に関する申請及び届出の受付並びに証明書の引渡し 

５ 保険料に関する申請の受付 

６ 上記事務に付随する事務 

 

 

 

 

別表第２（第１７条関係） 

区    分 負担割合等 

１ 共通経費 

均等割 １０％ 

後期高齢者医療被保険者割 ５０％ 

人口割 ４０％ 

２ 医療給付に要する経費 
高齢者医療確保法第９８条に定める

市町一般会計において負担すべき額 

３ 保険料その他の納付金（高齢

者医療確保法第１０５条に定め

る市町が納付すべき額） 

市町が徴収した保険料の実額及び低

所得者等の保険料軽減額相当額 

備考 

⑴ 後期高齢者医療被保険者割については、前年度の３月３１日現在の被

保険者数による。ただし、平成２０年３月３１日現在までの被保険者数

は、老人医療受給対象者数による。 

⑵ 人口割については、前年度の３月３１日現在の住民基本台帳及び外国

人登録原票に基づく人口による。 
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資料２ 

香川県の現状 

 

１ 人口推計 

 ① 人口の推移及び推計 

   香川県の人口については、平成１１年度をピークとして減少に転じ、今 

  後も減少傾向が続くと推計されている。 

   また、総人口を人口構成別で見てみると、６４歳未満の人口が減少し、 

  逆に６５歳以上の人口が増加傾向にあると推計されており、高齢化の進行 

  が予想されている。 

 

 【図１ 人口及び年齢別（３区分）人口推移と推計】 （単位：千人） 

 人口構成 

年度 総人口 １５歳未満 

(年少人口） 

１５歳から６４歳 

（生産年齢人口）

６５歳以上

(老年人口）

うち７５歳以上 

（後期老年人口）

12 1,022 148 660 214 94

17 1,012 140 636 236 118

22 991 131 605 256 136

27 963 117 556 290 147

32 927 102 524 302 158

37 887 91 496 301 183

42 846 84 468 294 189

47 802 79 435 288 184  
 （資料） 

平成１２年度及び平成１７年度は総務省統計局「国勢調査」、平成２２年度以

降は、国立社会保障・人口問題研究所（平成１９年度５月推計） 

 

 

 ② 老年者人口（６５歳以上）の推移及び推計 

   ６５歳以上の人口については、少子化等の要因が複合的に関わり、高齢

化率（６５歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合）が年々上昇し、平

成２７年度には３０％を超え、全国の平均高齢化率を１０年ほど前倒しで

推移していくと予想されている。 
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   また、前期高齢者人口については、平成３２年をピークにその後に減少

に転じる。一方、後期高齢者人口については、平成２２年度には前期高齢

者人口を上回り、人口比率についても、平成３７年度には２０％を超え、

高齢化率と同様な傾向が予想されております。 

 

 【図２ 老年者人口（６５歳以上）の推移及び推計】 （単位：千人・％） 

年度 12 17 22 27 32 

６５歳以上の人口 214 236 256 290 302

前期 120 118 120 143 144 人数 

内 後期 94 118 136 147 158

前期・後期 前期 56.1 50 46.9 49.3 47.7訳 

の比率 後期 43.9 50 53.1 50.7 52.3

香川県の人口 1,022 1,012 991 963 927

高齢化率 20.9 23.3 25.8 30.1 32.5

全国平均 17.4 20.2 23.1 26.9 29.2

後期高齢者の比率 9.2 11.6 13.8 15.3 17

全国平均 7.1 9.1 11.2 13.1 15.3

年度 37 42 47  

 ６５歳以上の人口 301 294 288  

人数 前期 118 105 104   

 後期 183 189 184  内 

前期 39.2 35.7 36.1  訳 前期・後期 

の比率 後期 60.8 64.3 63.9  

香川県の人口 887 846 802  

高齢化率 33.9 34.8 35.9  

全国平均 30.5 31.8 33.7  

後期高齢者の比率 20.6 22.3 23  

全国平均 18.2 19.7 20.2  

 （資料） 

平成１２年度及び平成１７年度は総務省統計局「国勢調査」、平成２２年度以

降は、国立社会保障・人口問題研究所（平成１９年度５月推計） 
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 【図３ 人口構成及び高齢化率並びに後期高齢者の比率】 
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２ 老人医療費 

 ① 老人医療受給対象者数の推移 

   老人医療受給対象者数は、平成５年から平成１７年の間に約１．２倍に

増加しており、平成１７年度で県総人口の約１４．２％を占めている。 

 

 【図４ 県内の老人医療受給対象者数の推移】 
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 （資料） 厚生労働省「老人医療事業年報」 
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 ② 老人医療費の推移 

   香川県の老人医療費は、平成５年度には８０１億円だったものが、平成

１７年度で１，２４４億円と、１２年間で約１．６倍に増加となっており

ます。また、同年度間の総医療費に占める老人医療費の割合を全国の状況

と比較してみると、全国平均では約１．１倍、香川県では約１．２倍に増

加となっており、各年度毎の割合を比較してみても、全国平均を上回って

推移しています。また、香川県の老人医療受給対象者数と老人医療費の伸

び率を比較してみると、対象者数の伸びを医療費の伸びが上回って増加し

ています。 

 

 【図５ 国民医療費の推移（総医療費と老人医療費の比率）】 
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 （参考）厚生労働省「国民医療費」「老人医療事業年報」 

 

 【図６ 県民医療費の推移（総医療費と老人医療費の比率）】 
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 （参考）厚生労働省「国民医療費」 ＊平成１７年度県民医療費については、中
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央社会保険医療協議会（Ｈ１９．５．１６）総会資料より 

 ③ 一人当りの老人医療費 

   一人当たりの老人医療費については、平成１１年度から全国平均を上回

って推移するようになっており、平成１７年度で約４４千円上回っていま

す。 

 

 【図７ 一人当りの老人医療費の推移（全国平均との比較）】 
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（資料） 厚生労働省「老人医療事業年報」 
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制度施行までの経過 

年 月 日 事        項 

平成１７年 

１０月１７日 

 

１２月１日 

 

平成１８年 

２月    

 

３月８日 

 

４月２７日 

 

 

５月３０日 

 

 

６月９日 

 

 

 

６月   

 

６月１６日 

 

 

６月２１日 

 

６～７月 

 

 

 

７月１０日 

 

７月１４日 

 

厚生労働省「医療制度構造改革試案」公表 

 

政府・与党医療改革協議会「医療制度改革大綱」決定 

 

 

健康保険法等の一部を改正する法律案国会提出 

 

全国老人医療担当課長・国民健康保険主管課長会議 

 

四国厚生支局主催「後期高齢者医療広域連合設置に係る 

         勉強会」 

 

後期高齢者医療広域連合の設置に係る検討会設置（各市町 

         課長会議） 

 

第１回ワーキンググループ会議（事務局 県  構成 県職

 員１名、市町職員４名、国保連職員１名） 

＊準備委員会組織、設置場所の検討 

 

健康保険法等の一部を改正する法律国会可決成立 

 

第２回ワーキンググループ会議 

＊準備委員会規約（案）、経費の検討 

 

健康保険法等の一部を改正する法律公布 

 

第３～５回ワーキンググループ会議 

＊準備委員会部会の検討・準備委員会経費・広域連合業務

  の検討 

 

全国老人医療担当課長・国民健康保険主管課長会議 

 

第２回後期高齢者医療広域連合設置に係る検討会 

資料３
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     ７月３１日 

 

 

８月１日 

 

 

 

８月３１日 

 

 

９月７日 

 

 

９月８日 

 

 

９月２２日 

 

９月２６日 

 

 

９月２７日 

 

 

 

１０月５日 

 

 

 

１０月６日 

 

 

１０月１３日 

 

＊準備委員会設立総会について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会設立総会 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会第１回委員会

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会事務局設置 

（常勤７名、非常勤１名（県職員１名、市町職員６名、 

 国保連１名）の８名体制） 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会幹事連絡会 

＊今後のスケジュール等確認 

 

第１回事業部会 

 ＊広域連合と市町の事務分担について 

 

第１回総務部会 

 ＊広域連合規約（案）及び広域計画の基本方針について 

 

全国事務局長会議 

 

第２回事業部会 

 ＊広域連合と市町の事務の流れ・問題点について 

 

第２回総務部会 

 ＊広域連合規約（案）、広域計画の基本方針及び予算（案）

について 

 

第３回総務部会 

 ＊広域連合規約（案）、広域計画の基本方針及び予算（案）

について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会第１回幹事会

 ＊広域連合規約（案）について 

 

第３回事業部会 

 ＊電算システム概要及び関連予算について 
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１０月１９日 

 

 

１０月２０日 

 

 

 

 

１０月２７日 

 

 

１０月３０日 

 

 

 

 

 

１１月２日 

 

 

１１月１４日 

 

 

１１月１５日 

 

 

１１月１６日 

 

 

１１月１７日 

 

 

１１月２９日 

 

 

 

第４回総務部会 

 ＊広域連合規約（案）及び予算（案）について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会第２回幹事会

 ＊広域連合規約（案）、平成１８年度準備委員会予算（案）、

平成１８年度広域連合予算（案）及び平成１９年度広域連

合予算（案）について 

 

第４回事業部会 

 ＊システム関連予算について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会第２回委員会

 ＊広域連合規約（案）審議・決定 

  平成１８年度準備委員会予算（案）審議・決定 

  平成１８年度及び平成１９年度広域連合予算（案）審議

継続 

 

第５回総務部会 

 ＊広域連合条例について 

 

香川県後期高齢者医療後期連合設立準備委員会第３回幹事会

 ＊平成１８年度及び平成１９年度広域連合予算について 

 

第５回事業部会 

 ＊保険料業務について 

 

第６回総務部会 

 ＊広域連合条例について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会第３回委員会

 ＊平成１８年度及び平成１９年度広域連合予算（案）審議・

決定 

第６回事業部会 

 広域連合電算処理システム概要について 
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１１月３０日 

 

 

１２月４日 

 

１２月８日 

 

 

１２月１２日 

 

１２月１４日 

 

 

１２月２１日 

 

 

 

１２月２２日 

 

 

１２月２５日 

 

 

 

１２月    

 

１９年 

１月４日 

 

１月１５日 

 

 

 

２月２日 

 

 

第７回総務部会 

 ＊広域連合条例について 

 

全国事務局長会議 

 

市町人事担当者への説明会 

 ＊派遣協定書等について 

 

市町事業関係説明会 

 

第８回総務部会 

 ＊広域連合条例、設立許可申請書について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会第４回幹事会

 ＊広域連合長選挙、広域連合設立に係る条例及び広域連合

議員の選挙 

 

第７回事業部会 

 ＊広域連合電算システム関係及び被保険者証について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合設立準備委員会第４回委員会

 ＊広域連合長選挙、広域連合設立に係る条例及び広域連合

議員の選挙  審議・決定 

 

関係市町議会において、広域連合設立・規約の議決 

 

 

香川県知事に設立許可申請書提出 

 

香川県知事からの設置許可 

香川県後期高齢者医療広域連合設立 

広域連合長選挙 

 

第１回事業部会 

 ＊広域連合と市町との接続について 
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２月１９日 

 

３月９日 

 

 

３月２９日 

 

 

 

 

４月１３日 

 

 

４月２４日 

 

 

５月１５日 

 

５月１８日 

 

 

 

５月３１日 

 

 

 

６月８日 

 

６月１５日 

 

 

 

７月１３日 

 

 

７月２０日 

全国事務局長会 

 

第２回事業部会 

 ＊減額認定証・被保険者証の発行等について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合議会第１回臨時会 

 ＊議長、副議長、選挙管理委員の選挙 

  副広域連合長、監査委員の選任 

  専決処分の報告、条例案及び平成１９年度予算案の提出

 

第３回事業部会 

 ＊普通徴収の納期・被保険者証の送付等について 

 

第１回市町担当課長会 

 ＊広域連合長の選挙・広域連合議会議員の選挙について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合長選挙 

 

第４回事業部会 

 ＊普通徴収の納期・療養費の取扱い・保健事業の実施等に

ついて 

 

第５回事業部会 

 ＊市町における窓口業務・移送費・療養費の取扱い等につ

いて 

 

広域連合電算処理システム市町研修会 

 

第６回事業部会 

 ＊保険料に係る所得情報の取扱い・療養費の取扱い等につ

いて 

 

香川県後期高齢者医療広域連合議会第２回臨時会 

 ＊議長及び副議長の選挙 

 

第１回総務部会 
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８月６日 

 

８月１７日 

 

 

９月１３日 

 

 

 

 

９月２６日 

 

 

１０月２６日 

 

 

 

１０月２９日 

 

 

 

１１月２６日 

 

 

 

 

２０年 

４月１日 

 

 ＊広域連合運営委員会設置要綱（案）・平成１８年度 

 広域連合決算状況について 

 

第７回事業部会 

 ＊保険料・短期被保険者証及び資格証明書等について 

 

全国事務局長会 

 

第８回事業部会 

 ＊保険料・保健事業・周知啓発等について 

 

第２回総務部会 

 ＊広域計画（案）について 

第９回事業部会 

 ＊保険料・保健事業実施について 

 

第２回市町担当課長会 

 ＊運営委員会設置要綱（案）・広域計画（案）等について 

 

第３回市町担当課長会 

 ＊高齢者医療に関する条例（案）・平成２０年度広域連合予

算（案）・保健事業の実施について 

 

香川県後期高齢者医療広域連合運営委員会第１回運営委員会

 ＊広域計画（案）・広域連合後期高齢者医療に関する条例

（案）・平成２０年度広域連合予算（案） 審議・決定 

 

香川県後期高齢者医療広域連合議会定例会 

 ＊平成１８年度広域連合一般会計歳入歳出決算の認定・広

域連合広域計画及び広域連合後期高齢者医療に関する条例

案の提出 

 

 

後期高齢者医療制度施行 

 

18 




